
はじめに

このたびは本書をお手に取っていただき、心より感謝申し上げま

す。

本書では、医療法人に必要な個別かつ具体的な行政手続きについ

て解説しました。

前著『いちばんわかりやすい医療法人の行政手続き』では、医療

法人の基本的な行政手続きについて解説しました。出版後、多くの

医療法人や会計事務所の方々から、前著では取り上げていないその

他の手続きの進め方についても詳しく知りたいというご要望をいた

だきました。

医療法人の運営においては前著で取り上げた「分院開設」や「移

転」の他にも、診療所の拡張や附帯業務の開設、診療所や附帯業務

廃止、法人名や診療所名の変更、主たる事務所の変更など、特定の

目的に応じた行政手続きを必要とする場面が多々あります。

これらの変更を行う際には、通常、医療法人の定款変更が必要と

なります。定款とは、法人の所在地、目的、名称、事業内容、組織

運営など、法人の根本規則を定めた重要な書類であり、医療法人が

定款に記載された事項を変更したい場合、原則として所轄庁（都道

府県知事）の認可を受けなければなりません。

しかし、こうした手続きについては分院開設や診療所移転と異な

り、各自治体のホームページ等で詳しい解説が提供されていない場

合が多く、また、自治体ごとのローカルルールも多く存在します。

そのため、いざ必要になったときに適切な情報が少なく、多くの事

務担当者や行政書士事務所の方々が苦労されているのが実情です。

そこで本書では、医療法人がよく直面する具体的な状況を取り上

げ、個別具体的に必要な行政手続きを解説しています。ご自身が直
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面している状況に応じて必要な情報にすぐにアクセスでき、効率的

かつ確実に手続きを進めることができるよう構成しました。

本書には、以下のような特徴があります。

・医療法人の具体的なニーズに対応した個別具体的な内容

•各手続きの全体像が把握できるフローチャートの提供

•各機関への提出書類のサンプルと記入例の掲載

・注意すべきポイントや陥りやすい落とし穴の解説

・行政機関とのスムーズなコミュニケーション方法の紹介

本書は、医療法人の理事長、事務長、事務担当者の方々をはじ

め、税理士、公認会計士、会計事務所のスタッフ、医療法人分野の

行政書士、医療系コンサルタントの方々を対象としています。基本

的な医療法人の行政手続きの概要を理解されている方を想定してい

ますが、初めて医療法人の行政手続きに携わる方でも理解できるよ

う配慮しています。

なお、本書は、前著と同様、一般的な医療法人、つまり、保険診

療を行っているクリニックを開設している医療法人社団の手続き実

務を解説しています。財団や病院に関する手続きには触れていませ

ん。また、自由診療のみを行っている場合には、厚生局手続きに関

する部分の記述はとばしていただいて構いません。

本書が、医療法人の行政手続きを進める際の実践的なガイドとし

て、皆様のお役に立てば幸いです。

令和 8 年 6 月

行政書士中村弥生
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第 1 編

本書の使い方

n 



本書の第 l 編と第 II 編は、以下のような構成になっています。

•第 1 編：本書の使い方（本編）

2 つの章で構成されています。第 1 章では本書第 ll 編での定款変

更手続きに共通する事項を、第 2 章では本書及び前著の効果的な活

用方法を解説しています。

•第 ll 編：定款変更が必要な手続き

個別の定款変更手続きについて、具体的な方法を解説していま

す。

実際の手続きを進める際は、まず第 1 編を確認した上で、該当す

る手続きを第 ll 編で確認してください。

2 第 1 編本書の使い方



1%1 共通項目 ヽ
本書の第 ll 編では、診療所拡張、診療所や附帯業務の廃止、法人

名・診療所名の変更、主たる事務所の変更、所在地表記の変更な

ど、医療法人運営において頻繁に発生する定款変更手続きを詳細に

解説、各章では、手続きの概要から具体的な申請書類の作成方法ま

で、実務担当者が迷うことなく手続きを進められるよう、実例を交

えながら段階的に説明しています。

第 II 編では、多くの手続きに共通する事項があります。ページ数

の効率化と利便性向上のため、これらの共通項目を本編でまとめて
解説し、第 II 編の各 PART では「詳細は、第 1 編第 1 章共通項目

参照」として参照する形式を採っています。

＂医癒法人関連書類の準備
定款変更認可申請を行う際には、医療法人の基本情報を示す書類

が必要となります。ここでは、第 ll 編で、共通して必要となる医療

法人関連書類について解説します。

(1) 現行定款

定款変更認可申請を行うので、医療法人の現行定款が必要です。

見つからない場合には、後述の「(3) 設立時の認可書、（設立後に

定款変更をしている場合）定款変更認可書の控えー式」の中にあり
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ます。新定款を作成するという作業になるので、現行定款のワード

ファイルも準備するとよいでしょう。税理士や行政書士が定款の

ワードファイルを持っていることが多いです。

(2) 医療法人の謄本（履歴事項全部証明書）

最寄りの法務局またはオンラインで取得が可能です。最新のもの

を準備してください。

①登記情報提供サービス

登記調査には、登記情報提供サービスの利用がお勧めです。オン

ラインで医療法人や不動産などの登記情報の確認が可能です。

https://www1.touki.or.jp/ 

闊
② 登記・供託オンライン申請システム

登記事項証明書の原本は、最寄りの法務局でも取得が可能です

が、この登記・供託オンライン申請システムの利用がお勧めです。

このシステムを利用すれば、オンラインで登記事項証明書の原本を

取り寄せることができます。

https://www.touki-kyoutaku-online.moj.go.jp/ 

(3) 設立時の認可書、（設立後に定款変更をしている場合）

定款変更認可書の控えー式
例えば、東京都所管の医療法人であれば東京都に定款変更認可申

請を行います。その際に、過去に提出済の内容と今回の申請内容に

整合性がとれている必要があります。過去に提出した書類を準備し
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ておきましょう。

(4) 役員変更届、事業報告（決算届）の控え

同様に、都道府県等に提出した役員変更届や毎年の事業報告等も

準備しましょう。過去に届出した内容と今回の申請内容に整合性が

とれている必要があります。

目 5W1Hの確認

手続きを進める場合は、まず、 5W1H （時期、申請先・届出

先、申請者・届出者、手続き名、法的根拠、様式）を確認するこ

とが大切です。

※ 「 5 W 1 H 」とは、「When （いつ）」「Where （どこで）」「Who （誰
が）」「What（何を）」「Why（なぜ）」「How （どのように）」の略です。

(1) When ＝時期

事前に申請が必要な場合、つまり「認可申請」「許可申請」「指定

申請」などは、事前に提出する必要があります。医療法人の場合、

主な申請に、都道府県等への認可申請、保健所への許可申請、厚生

局への指定申請などがあります。

一方、各種届出は、原則として、事後（変更事由発生後）に提出

します。

(2) Where ＝申請先・届出先

手続き書類の申請先・届出先は、所轄の役所（都道府県庁、保健

所、厚生局等）です。ただし、都道府県庁への手続きに関しては、

主たる事務所の所在地の保健所経由で提出する場合もあるので、注

意が必要です。例えば、届出先が千葉県庁で、書類の実際の提出先

は松戸市保健所ということもあります。
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(3) Who ＝申請者・届出者

申請者・届出者は、誰が申請や届出を行うかを意味します。手続

き内容によって、医療法人自体が申請や届出を行うこともあるし、

管理者等の個人が申請や届出を行うこともあります。手続き内容に

応じて、申請者や届出者を確認してください。

(4) What＝手続き名

手続き名は、申請や届出の内容を指します。現在及び将来、どの

ような対応が必要かを理解することが重要です。

(s) Whl ＝法的根拠

法的根拠は、手続きがどの法令に基づいているかを指します。申

請書や届出書の様式には、根拠となる法令の条文番号が記載されて

いる場合もあります。手続きは主に医療法などに基づいて進められ

るため、申請や届出内容が医療法などの規定から逸脱してはなりま

せん。

(6) How ＝様式

様式は、申請や届出のフォーマットを指します。各役所の所定の

様式があるので、その様式を使用します。異なる様式で提出すると

受理されずに返却される場合があるので、事前に適切な様式を確認

したうえで手続きをすることが大切です。

■例：定款変更認可申請の5W1H

① 時期：定款変更予定日の 1 ~4 か月前から手続きを開始しま

す。

② 申請先：原則として、主たる事務所の所在地の都道府県知事等

です。
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③ 申請者：医療法人です。

④ 手続き名：定款変更認可申請です。

⑤ 根拠：医療法第54条の 9 第 3 項、医療法施行規則第33条の25

です。

⑥ 様式：各都道府県等が定める様式を使用します。

【参考】医療法第54条の 9第 3項

定款又は寄附行為の変更（厚生労働省令で定める事項に係る

ものを除く。）は、都道府興知事の認可を受けなければ、その

効力を生じない。

目定款変更認可申請の基本的な流れ

医療法人の定款変更には、医療法第54条の 9 第 3 項に基づく都

道府県知事等の認可が必要です。素案提出から認可までの一般的な

手続きの流れを説明します。

■定款変更認可申請の流れ
流れは都道府県等によって多少異なるので、最初に、都道府県等

の担当者に問い合わせて確認しましょう。

一般的な例ですが、まず、事前審査用に素案を提出します（東京

都の場合は仮申請といいます）。その段階では、通常、押印は不要

です。謄本等もコピーで問題ありません。

事前審査が終わった後に、必要な書類に押印、証明書の原本を準

備するなどして、本申請をします。それから認可がおりる流れにな

ります。

素案提出から最終的に認可がおりるまでには、通常 2~4 か月程

度かかります。多くの都道府県等では、目安として標準処理期間
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（素案を出してから認可がおりるまでの期間）が定められています。

例えば、東京都が約 3 か月、神奈川県が約 4 か月とされています。

標準処理期間が明示されていない都道府県等もありますので、具体

的な所要期間については、事前に担当者に確認することをお勧めし

ます。

く一般的な申請の流れ＞

都道府県によって多少異なりますが、一般的には以下の流れとな

ります。

各段階の詳細については、後述の「定款変更認可申請書類作成後

の流れ」を参照してください。

① 素案提出（仮申請）

② 事前審査・修正対応

③ 本申請準備（押印手配など）

④ 本申請

⑤ 認可

日定款変更認可申請書類作成後の流れ

定款変更認可申請書を作成した後、実際に認可がおりるまでに

は、上述回lのとおり、素案提出（仮申請）、事前審査・修正対応、

本申請準備（押印手配など）、本申請、認可という段階を踏みます。

ここでは、それぞれの具体的な段取りについて詳説します。

■申請書類作成後の流れ
定款変更認可申請の素案を一通り作成次第、都道府県等に郵送等

で提出します。数日後、担当者から連絡があるので、指示に従い書

類の補正を行います。数回のやりとりを経て事前審査が完了し、本

申請を進めるように連絡があります。押印の手配や書類の整備をし
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て、本申請をします。そして、本申請後、約 2 週間程度で認可がお

ります。

それぞれの段階について詳しく説明します。

① 素案提出（仮申請）

定款変更認可申請の素案を一通り作成次第、提出分と自身の控え

用に、 2 セット印刷し、うち 1 セットを都道府県等に郵送等で提出

します。書類の補正の指示があるので、申請書一式のデータはもち

ろんですが、紙ベースでも必ず印刷して手元に残しておいてくださ

い。

② 事前審査・修正対応

素案を提出すると、数日後に、メールや電話等で担当者から修正

依頼の連絡があります。迅速に修正して提出してください。場合に

よっては、全く修正の必要がない場合もありますが、修正点が多い

場合は 5 回程度のやりとりを経て事前審査が完了します。

③ 本申請準備（押印手配など）

事前審査が完了すると、本申請の指示があるので本申請の準備に

入ります。

本申請では、証明書類の原本、書類の押印等が必要になるので、

その準備をします。都道府県等のホームページに本申請の方法が記

載されていますが、わからない場合は、電話で都道府県等に確認し

ます。

なお、押印の手配の際は、必要部数の倍の部数を準備しておくと

よいでしょう。差し替えがあった際に便利です。また、押印時には

必ず捨て印ももらうようにしてください。

④本申請

都道府県等の指示どおりに、本申請をします。提出部数や提出先

に注意しましょう。

⑤認可

本申請後、約 2 週間程度で認可がおります。担当者から連絡があ
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るので、認可書の受け取りに出向きます。遠方の場合は、本申請時

に返信用封筒（レターパックプラス）を同封しておけば、郵送での

受領が可能な場合もあります。

目←疇定款変更の効力発生日

定款変更認可がおりた後、その定款変更がいつから効力を持つの

かは、実務上重要なポイントです。ここでは、定款変更の効力発生

日について解説します。

(1) 効力発生日の原則

定款変更は、原則として、認可書到達日をもって効力が発生しま

す。

都道府県知事等から認可書が交付され、医療法人に到達した日が

効力発生日となります。認可書に記載された認可日ではなく、実際

に医療法人が認可書を受領した日である点に注意が必要です。

第 II 編の PART 4~PART 9 における変更日や移転日は、原則

としてこの効力発生日となります。

なお、社員総会等の議事録において、認可書到達日以降の特定の

日を効力発生日として定めることも可能です。ただし、認可がいつ

おりるかの正確な予測は困難であり、想定よりも早く認可がおりた

場合や遅れた場合には、効力発生日の設定に支障が生じる可能性が

あります。このような実務上の難しさがあるため、本書では認可書

到達日を効力発生日とする原則的な方法を前提として解説します。

(2) 受領方法による効力発生日

認可書の受領方法によって、効力発生日は以下のとおりとなりま

す。
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